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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は下げ止まりがみられる。需要面をみる

と、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資は

弱含みとなっている。設備投資は、緩やかに持ち直している。公共投資は、持ち直してい

る。輸出は、減少している。観光は、来道者数、外国人入国者数ともに前年を上回り、好調

に推移している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、３１か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、７月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を５．１ポイン

ト下回る４２．８に低下した。横ばいを示す５０を

５か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．６ポイント下回る４４．３となった。横ばい

を示す５０を４か月連続で下回った。

６月の鉱工業生産指数は９４．７（季節調整済

指数、前月比▲２．６％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲６．１％と４か

月連続で低下した。

業種別では、輸送機械工業等１１業種が前月

比低下となった。化学・石油石炭製品工業等

３業種が前月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

６月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．１％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲２．２％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋２．０％）

は、身の回り品、飲食料品、その他が前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．１％）

は、８か月連続で前年を上回った。

６月の乗用車新車登録台数は、１６，９５４台

（前年比▲４．５％）と３か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋４．８％）、

小型車（同▲８．６％）、軽乗用車（同▲９．５％）

となった。

４～６月累計では、４７，０８３台（前年比

＋１．２％）と前年を上回っている。内訳は普

通車（同＋８．７％）、小型車（同▲４．２％）、軽

乗用車（同＋０．２％）となった。

６月の札幌ドームへの来場者数は、４５１千

人（前年比＋３２．３％）と２か月連続で前年を

上回った。内訳は、プロ野球３３５千人（同

＋１０．５％）、サッカー１４千人（同全増）、その

他が１０１千人（同＋１７１．０％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

ｏ．２７８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2019.08.19 11.44.01  Page 2 



持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～４か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

６月の住宅着工数は３，８６５戸（前年比

＋１６．５％）と４か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋８．０％）、貸家

（同▲６．２％）、給与（同＋２７８．６％）、分譲

（同＋２３０．７％）となった。

４～６月累計では１０，１５５戸（前年比

▲３．９％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（＋１１．２％）、貸家（同▲１８．９％）、

給与（同▲１０．６％）、分譲（同＋４４．２％）と

なった。

６月の民間非居住用建築物着工面積は、

１６５，７４０㎡（前年比＋７．４％）と２か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲１３．７％）、非製造業（同＋１０．６％）であっ

た。

４～６月累計では、５２３，５２７㎡（前年比

▲６．８％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１６．９％）、非製造業（同

▲５．８％）となった。

７月の公共工事請負金額は１，３６７億円（前

年比＋５４．５％）と３か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋８７．８％）、独立行

政法人（同＋１１４．４％）、道（同＋３０．７％）、

市町村（同＋２１．０％）、地方公社（同

＋８３６．１％）、その他（同＋４９１．３％）とすべ

ての発注者が前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～４か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～７か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が７か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

６月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，２１０千人（前年比＋０．２％）と４か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋０．４％）、JR（同▲２．４％）、フェ

リー（同▲０．５％）となった。

４～６月累計では、３，４４３千人（同

＋３．８％）と前年を上回っている。

６月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１６６，２２０人（前年比＋１１．５％）と７か月

連続で前年を上回った。４～６月累計では、

４４１，６９９人（同＋９．７％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１５５，９７０

人（前年比＋１１．６％）、旭川空港が３，８９７人

（同＋２１１．５％）、函館空港が５，６７５人（同

▲２８．７％）だった。

６月の貿易額は、輸出が前年比▲１８．３％の

２４４億円、輸入が同▲１．９％の７９８億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、鉱物性タール・粗製薬品、

有機化合物などが減少した。

輸入は、石油製品、肥料、木材などが減少

した。

輸出は、４～６月累計では７００億円（前年

比▲３０．７％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～３１か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比＋０．０６ポイント）と１１３

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲０．２％と２か月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１．５％）、建設業（同＋２．３％）など

が前年を上回った。宿泊業・飲食サービス業

（同▲６．８％）、サービス業（同▲２．９％）など

が前年を下回った。

７月の企業倒産は、件数が１５件（前年比

▲１６．７％）、負債総額が３６億円（同＋１２８．８％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別ではサービス・他が７件、小売業が

３件などとなった。

６月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．６（前月比▲０．２％）となっ

た。前年比は＋０．４％と、３１か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、６月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（６月１０日）時点で前月比、灯

油は値上がりし、ガソリン価格は値下がりし

た。

道内経済の動き
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Ⅰ．道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて
（１）現状判断
景気判断DI（「回復しているとした企

業の割合」－「悪化しているとした企業
の割合」）は△２１と前年から２５ポイント低
下し、３年ぶりにマイナス水準に転じた。
（２）先行き（回復時期）
道内景気回復時期は「２０１９年中」

（３５％）、「２０２０年中」（３４％）、「２０２１年以
降」（３２％）となった。
２．景気先行きの懸念材料（複数回答）
「国内景気の動向」（５９％）が前年比８

ポイント上昇し前年３位から１位となっ
た。また、「米中貿易摩擦の動向」（３５％）
が２６ポイント、「中国経済の動向」
（３３％）が１７ポイントと前年比大幅に上
昇した。

Ⅱ．賃金の動向について

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手
当等）を引き上げ・引き上げ予定の企業
の割合（７７％）は同水準、特別給与（賞
与・期末手当等）を引き上げ・引き上げ
予定の企業の割合（２１％）は３ポイント
低下した。

特別調査

景気判断DIは３年ぶりのマイナス水準。定期給与引き上げ企業の割合は前年同水準
道内景気と賃金の動向について

〈図表１〉景気判断DIの推移

〈図表２〉賃金の引上げ推移
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Ⅰ 道内景気について（現状・先行き・懸念材料）

１．道内景気の現状と先行きについて

〈図表５〉道内景気の回復時期（n=319）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�２０１９年 ３５ ２９ １７ ３３ ４１ ２４ ３７ ４６ ３４ ３７ ２７ ４０ ３０

（６月以前） （２２）（２０）（１０）（１７）（２８）（２４）（２３）（３３）（１２）（２０）（１４）（３０）（２４）

（７～９月） （７）（５）（３）（８）（７）（－）（８）（８）（１０）（１０）（９）（１０）（３）

（１０～１２月） （６）（５）（３）（８）（７）（－）（６）（４）（１２）（７）（５）（－）（３）

�２０２０年 ３４ ４０ ５２ ８ ３１ ５９ ３１ ２２ ４０ ３２ ３６ ４０ ３０

（１～３月） （５）（５）（３）（－）（７）（６）（６）（６）（２）（１０）（－）（２０）（５）

（４～６月） （１５）（２１）（２８）（８）（１０）（３５）（１３）（６）（２０）（１２）（２３）（－）（１６）

（７～９月） （８）（９）（１０）（－）（１０）（１２）（８）（４）（１０）（７）（１４）（２０）（８）

（１０～１２月） （５）（６）（１０）（－）（３）（６）（４）（７）（８）（２）（－）（－）（－）

�２０２１年１月以降 ３２ ３１ ３１ ５８ ２８ １８ ３２ ３２ ２６ ３２ ３６ ２０ ４１

〈図表３〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断〈図表４〉 景気判断DI（△２１）は前年比２５ポイント低下し、３年ぶりにマイナス水準に転じ
た。全業種が前年を下回り、かつマイナス水準となった。

�先行き〈図表５〉
（回復時期）

製造業は「２０２０年中」（４０％）、非製造業は「２０１９年中」（３７％）が最多となった。業種
により回復時期の見方にバラツキが見られた。

※四捨五入の関係により合計が合わない場合がある。

〈図表４〉道内景気の現状（n=382）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している ８ ７ ５ １１ ８ ５ ９ ９ ７ １３ ４ １５ １０

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （８）（７）（５）（１１）（８）（５）（９）（９）（７）（１３）（４）（１５）（１０）

�横ばい状態 ６２ ５８ ６８ ３２ ６１ ６０ ６４ ７１ ６３ ５２ ５６ ５４ ７１

�悪化している ３０ ３５ ２６ ５８ ３１ ３５ ２８ ２１ ３０ ３５ ４１ ３１ ２０

（緩やかに悪化） （２８）（３１）（２４）（５３）（２５）（３５）（２６）（２１）（２８）（３３）（３７）（３１）（２０）

（急速に悪化） （２）（４）（３）（５）（６）（－）（１）（－）（２）（２）（４）（－）（－）

景気判断DI�－� △２１ △２７ △２１ △４７ △２２ △３０ △１９ △１２ △２３ △２２ △３７ △１５ △１０

前年同時期 景気判断DI ４ １ △８ ０ １８ △１３ ６ １２ ２ △１２ １２ ０ １４

※四捨五入により差し引きなど合致しない場合がある。

特別調査
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「原油価格の動向」の推移
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２．景気先行きの懸念材料

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�国内景気の動向（５９％） ＋８ 製造業（５８％）、非製造業（５９％）ともに前年を上回った。

�原油価格の動向（５２％） △１０ 運輸業（８９％）が１位、小売業（６５％）、ホテル・旅館業（６２％）が２位。

�個人消費の動向（５１％） △３ 食料品製造業（７８％）、小売業（７６％）、木材・木製品（５３％）が１位。

�原材料価格の動向（４３％） △４ 食料品製造業（７６％）、卸売業（５２％）、運輸業（３２％）が前年を上回る。

�雇用の動向（４１％） △２ ホテル・旅館業（６９％）が９ポイント、小売業（５４％）が１２ポイントそれぞれ上昇。

�公共投資の動向（３８％） △３ 公共投資の依存度が高い建設業（６３％）が１位、鉄鋼・金属製品・機械（５３％）が３位。

〈図表７〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移

※「原材料価格の動向」は平成２６年から調査項目に追加。

特別調査
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〈図表８〉景気先行きの懸念材料（複数回答）（n=383）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�国内景気の動向
① ① ③ ② ① ① ① ① ① ② ①
５９ ５８ ６５ ４２ ６４ ５０ ５９ ６３ ６０ ５２ ５０ ３９ ７１
（５１）（５３）（６１）（４４）（５０）（５４）（５１）（５６）（５８）（４４）（３９）（４０）（５０）

�原油価格の動向
② ① ② ③ ③ ② ① ② ③
５２ ４７ ５７ ３７ ４２ ５０ ５４ ４０ ５０ ６５ ８９ ６２ ５０
（６２）（６２）（６４）（７８）（５８）（５４）（６１）（４８）（６１）（６６）（９６）（５５）（６２）

�個人消費の動向
③ ② ① ① ① ③ ① ② ③ ③
５１ ５７ ７８ ５３ ４２ ５０ ４９ ３３ ４８ ７６ ５０ ４６ ５０
（５４）（５３）（７５）（２８）（３７）（６３）（５４）（４４）（４８）（８８）（５０）（７５）（４４）

�原材料価格の動向
④ ② ② ② ② ②
４３ ５７ ７６ ４２ ５６ ４０ ３８ ３９ ５２ ２６ ３２ ３９ ３１
（４７）（６４）（６９）（７２）（６１）（５４）（４０）（４０）（５１）（２７）（３１）（６０）（３２）

�雇用の動向
⑤ ③ ① ②
４１ ３６ ４１ ２６ ３６ ３５ ４３ ３７ ２８ ５４ ４６ ６９ ５５
（４３）（３９）（４２）（３３）（３７）（４２）（４５）（４５）（３６）（４２）（５０）（６０）（５０）

�公共投資の動向
③ ①

３８ ３１ ８ ２１ ５３ ４５ ４０ ６３ ４０ ２０ ２９ ０ ３８
（４１）（４０）（１４）（３３）（６１）（５０）（４１）（６８）（２９）（２７）（３９）（５）（４２）

�米中貿易摩擦の動向 ３５ ４０ ４９ ３２ ４４ ２５ ３３ ２８ ３７ ２６ ３６ ４６ ３８
（９）（１０）（１４）（－）（１８）（－）（８）（７）（９）（５）（１２）（５）（１０）

	中国経済の動向 ３３ ３９ ４６ ２６ ４４ ３０ ３０ ２３ ３８ ３３ ３６ ３９ ２４
（１６）（２１）（１７）（２２）（３２）（８）（１４）（１１）（１９）（１５）（８）（１５）（１６）


物価の動向 ２１ １６ ２２ ５ １９ １０ ２３ ２２ ２７ ３５ １１ ２３ １７
（２１）（２２）（３６）（１７）（２４）（４）（２１）（１９）（２２）（３２）（８）（２０）（２０）

�電気料金の動向 １８ ３０ ３２ ３２ ３１ ２５ １３ ９ １２ １５ ７ ４６ １４
（１９）（３２）（５３）（２８）（２１）（２１）（１４）（９）（１２）（２０）（８）（３５）（１４）

�為替の動向 １６ ２１ ２４ ３７ １４ １０ １４ ９ ２７ １３ １８ ８ ７
（１７）（２２）（２２）（３３）（２６）（４）（１５）（７）（２４）（１２）（３９）（１０）（８）

�株価の動向 １６ １２ １９ ０ １７ ０ １７ １３ １８ ３３ １１ ０ １７
（１０）（９）（１１）（６）（１３）（－）（１０）（９）（９）（１７）（８）（－）（１２）


設備投資の動向 １５ １７ ５ ５ ３３ ２０ １５ ２３ １３ ７ ７ ８ １７
（１７）（１７）（１４）（－）（３２）（１３）（１７）（２７）（２２）（１２）（４）（１０）（８）

�住宅投資の動向 １４ １４ ８ ３７ １４ ５ １４ ２４ １７ １３ ０ ０ ７
（１６）（１５）（６）（２２）（２１）（１３）（１６）（２７）（１９）（１２）（８）（－）（１０）

�政局の動向 １４ １３ ８ ５ ２２ １０ １５ ２８ ５ １３ １１ ８ １０
（２４）（２１）（１９）（６）（２４）（２９）（２５）（４０）（１９）（２０）（１２）（１５）（２６）

�欧米経済の動向 １４ １３ １４ １１ １７ １０ １４ １２ １５ ２２ １１ １５ １０
（１０）（１０）（１１）（１１）（１３）（－）（１０）（７）（１５）（１２）（－）（－）（１４）

�金利の動向 １３ ７ ３ ５ １１ １０ １６ １６ １７ ２０ １１ ０ １７
（１６）（１７）（１７）（２２）（１８）（１３）（１５）（１２）（１９）（２２）（１２）（１５）（１０）

�金融機関の融資姿勢 １１ １３ １１ ２１ １１ １５ １０ ７ １３ １５ ７ １５ ５
（１５）（１６）（１７）（２２）（１８）（４）（１５）（１１）（１７）（２０）（８）（１５）（２０）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 ９ １２ １６ １１ １１ ５ ９ ４ １２ ７ １１ １５ １２

（１１）（１３）（１４）（１７）（１３）（８）（１０）（８）（１４）（７）（１２）（－）（１６）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査

特別調査
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Ⅱ 賃金の動向について

（項 目） 要 点

�定期給与の動向〈図表１０〉 「引上げ・引上げを予定」（７７％）は前年同水準。「引上げ・引上げ予定」
の中で定期昇給のみ実施した企業が４２％と前年比＋５ポイント上昇した。

�特別給与の動向〈図表１１〉 「引上げ、引上げ予定」（２１％）が前年比３ポイント低下。「前年並みとした」（３８％）が±０と前年同水準。
「今のところ未定」（３５％）が１ポイント上昇。「引き下げ・引き下げを予定」（５％）が１ポイント上昇。

�賃金見直し時の重視項目
〈図表１２〉

前年に比べ「企業の業績」（９１％）が８ポイント上昇し、小売業以外の業種でウエイト高
まる。「雇用の維持・確保」（５４％）は６ポイント上昇し、５業種でウエイトが高まった。

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

２１ １９ １１ ２１ ３３ １０ ２２ ２５ ２４ ２０ １８ ８ ２６
（２４）（１９）（６）（１６）（３２）（２２）（２６）（３０）（２４）（２０）（１６）（３２）（２９）

�引き下げ・引き下げ予
定

５ ８ １３ ０ ８ ５ ４ ４ ７ ４ ７ ０ ０
（４）（４）（６）（５）（５）（０）（４）（１）（３）（５）（１２）（５）（２）

�前年並みとした ３８ ３９ ５３ ２６ ３３ ３５ ３８ ３８ ４１ ４１ ２５ ３８ ３８
（３８）（３５）（４７）（３７）（２４）（３５）（３９）（３４）（４１）（３９）（４８）（３２）（４３）

�今のところ未定 ３５ ３４ ２４ ５３ ２５ ５０ ３６ ３３ ２９ ３５ ５０ ５４ ３６
（３４）（４１）（４２）（４２）（３９）（４３）（３１）（３４）（３２）（３７）（２４）（３２）（２５）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表９〉項目別の要点

〈図表１１〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向（n=382）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予
定

７７ ７８ ６８ ７４ ８６ ８５ ７７ ８０ ８３ ７２ ６１ ６９ ８３
（７７）（７８）（６７）（６８）（８７）（８８）（７７）（７５）（８３）（５９）（７９）（８４）（８４）

①（定期昇給のみ実
施）

４２ ４１ ５０ ４２ ３６ ３０ ４２ ４１ ４４ ３３ ３２ ５４ ５５
（３７）（３７）（３６）（２６）（３８）（４６）（３７）（２９）（４４）（２４）（３８）（４７）（４７）

②（ベースアップのみ
実施）

１０ ９ ５ ５ １７ ５ １１ ９ １２ １５ １１ １５ ７
（１３）（１４）（１１）（２１）（１５）（８）（１３）（１２）（１２）（７）（２１）（２１）（１４）

③（定期昇給とベース
アップを実施）

２５ ２８ １３ ２６ ３３ ５０ ２４ ３０ ２７ ２４ １８ ０ ２１
（２７）（２７）（１９）（２１）（３３）（３３）（２７）（３４）（２７）（２７）（２１）（１６）（２４）

�引き下げ・引き下げ予
定

１ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ４ ０ ０
０ （１）（３）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

�前年並みとした １１ １２ １６ １６ ８ １０ １０ ９ １２ １３ ４ １５ １２
（１１）（８）（１１）（１１）（５）（４）（１３）（１５）（１０）（２２）（８）（５）（１０）

�今のところ未定 １１ １０ １６ １１ ６ ５ １２ １０ ５ １５ ３２ １５ ５
（１１）（１４）（１９）（２１）（８）（８）（１０）（１０）（７）（２０）（１３）（１１）（６）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

〈図表１０〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向（n=381）
（単位：％）

特別調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行き、および賃金の動向につ
いて。

回答期間
２０１９年５月中旬～６月上旬

本文中の略称
（Ａ）景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

（Ｂ）ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ９１ ９０ ８９ １００ ８３ ９５ ９１ ９２ ９０ ９１ ９３ ９２ ９１
（８３）（８１）（８１）（７９）（８０）（８７）（８４）（８４）（８８）（９３）（７２）（７４）（８１）

�雇用の維持・確保 ５４ ５３ ４１ ４２ ６９ ５５ ５４ ５５ ４８ ５３ ５９ ６２ ５７
（４８）（５０）（５６）（４７）（４９）（４４）（４８）（５５）（３６）（３９）（５６）（４２）（５７）

�世間相場 １９ １９ １６ １１ ３１ １０ １９ １８ ２０ ２０ １９ １５ ２１
（１８）（２１）（２２）（５）（２６）（２２）（１７）（１８）（１７）（２０）（８）（１１）（２１）

�物価の動向 ６ ５ ５ ５ ３ ５ ６ ５ ９ ９ ７ ０ ２
（５）（４）（６）（５）（５）（－）（５）（７）（－）（１０）（８）（５）（２）

�その他 １ ２ ０ ０ ３ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
（１）（２）（－）（－）（５）（－）（０）（－）（－）（－）（－）（－）（２）

※四捨五入の関係から合計が合わない場合がある。（ ）内は前年調査の実績

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８４ １００．０％
札幌市 ８９ ２３．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １４３ ３７．２
道 南 ３９ １０．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １４．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ５８ １５．１ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６９１ ３８４ ５５．６％
製 造 業 １９３ １１３ ５８．５
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １９ ６１．３
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３６ ６１．０
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２０ ５７．１
非 製 造 業 ４９８ ２７１ ５４．４
建 設 業 １３９ ８２ ５９．０
卸 売 業 １００ ６０ ６０．０
小 売 業 ９１ ４６ ５０．５
運 輸 業 ５１ ２８ ５４．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １３ ３７．１
その他の非製造業 ８２ ４２ ５１．２

〈図表１２〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）（n=375）
（単位：％）

調 査 要 項

特別調査
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今回の調査では、道内景気は、景気判断DIが３年ぶりにマイナスに転じました。また、

今後の道内景気の懸念材料としては、「消費税増税後の動向」や「米中貿易摩擦に伴う海外

経済の動向」が生の声として寄せられています。

賃上げは、定期給与の引き上げの割合が前年とならぶ高水準を維持しました。一方で、人

件費増加による収益低下懸念の声が多く聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

５．建設業

【道内景気の現状と先行きについて】

＜水産食料品製造業＞ 消費税増税による消

費の落ち込みやオリンピック特需の終了、働

き方改革による所得の減少等明るい材料はな

い。

＜その他食料品製造業＞ 消費税増税に伴

う、諸経費増加を勘案し、商品の販売価格の

見直しが必要となってくる。ただし、消費者

の購買意欲に影響が生じないよう価格設定を

都度見なおしていく必要がある。

＜製材業・木製品製造業＞ 消費税増税後の

新築住宅着工の動向が心配である。

＜鉄鋼業＞ 北海道内の景気動向は緩やかに

回復し、観光を含めて近年は好調と感じてい

る。特に建築は大型の公共投資や、札幌周辺

で大型設備投資が多く計画され、好調と感じ

る。一方で地方経済は停滞しており、特に漁

業関係の設備投資が少なく感じる。水産加工

業者の廃業や倒産が散見される。北海道経済

を支えている漁業や農業関係の設備投資を行

い、景気刺激をしてほしい。また、個人消費

については回復しているとは思えない。賃金

は上がっているが、可処分所得が減っている

ためと考える。

＜ゴム製品製造業＞ 原油価格の今後の不透

明さと共に電気料金の負担が大きくなってい

るのが懸念材料である。

＜窯業・土石製品製造業＞ 主要原材料や運

搬費の上昇に加え、人員不足が深刻な懸念材

料となっている。

＜総合工事業＞ 民間投資が札幌に集中して

おり、札幌と地方の差が大きくなっている。

地方にも投資をしていかなければ衰退してい

く。

経営のポイント

消費税増税や海外経済の動向、人件費増加による収益低下に懸念
〈企業の生の声〉
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業・郵便業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜床・内装工事業＞ 国内景気は回復してい

ると言われているが実感はない。マンショ

ン・ビル建設が盛んに行われているが、過剰

と捉えている。東京オリンピック関連工事と

東日本の震災復興に目途が立ち、５年以内で

業界の人材不足は解消されると考えている。

５G通信が拡がれば、新たな業種と需要が

生まれてくる可能性があり、それに期待をす

るとともに積極的に取り入れていきたい。

＜電気工事業＞ 米中貿易摩擦は、世界経済

全体に影響をあたえ、日本全体の景気に悪影

響を与える危険性を持っている。そのこと

が、結果的に道内景気に悪影響を与える可能

性がある。

＜建築材料卸売業＞ 消費税増税後やオリン

ピック終了後に個人消費の落ち込みが予想さ

れる。さらに米中の貿易摩擦や金利上昇も懸

念される。少子化による住宅着工の減少な

ど、あまり希望の持てる展望はない。

＜飲食料品卸売業＞ 消費税増税による個人

消費が落ち込むことと、東京オリンピック開

催による北海道観光への影響が懸念される。

＜飲食料品卸売業＞ 消費税増税が予定され

る中、米中、EUなどで保護貿易主義が台頭

してくる気配がある。こうした中で資源の囲

い込みが進展し、国際経済の不均衡が懸念さ

れる。

＜燃料販売店＞ 米中貿易摩擦や東シナ海な

どでの軍事的な摩擦が悪化すれば、エネル

ギー輸入国はダメージをかなり受ける。大国

同士が相互に歩み寄る必要がある。

＜道路旅客運送業＞ タクシー業界は景気に

左右されやすく、国内外の景気動向が売り上

げに直接影響する。さらに、人手不足と高齢

化により売り上げの減少が続いている。若い

人にも入社したくなるような会社にしたいが

厳しい状況である。この業界にも外国人労働

者が働けるような政策を考えてほしい。

＜ホテル・旅館業＞ 消費税増税後の個人消

費の動向や中国経済の動向が懸念材料であ

る。

＜ホテル・旅館業＞ 観光業はインバウンド

需要により支えられている側面があり、国内

外の経済動向に大きく左右される。また、消

費税増税によって個人消費が大幅に落ち込ん

だことがあり、今年度も懸念している。

＜不動産賃貸業＞ 低金利と国内景気の回復

基調を背景に不動産需要の拡大が続いている

が、米中貿易摩擦の激化による中国経済の一

段の減速、そして海外経済全体の減速によ

り、国内生産・輸出の下振れや国内経済（個

人消費）の減速に至ることが懸念される。

経営のポイント
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１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．その他の製造業

４．建設業

【賃金動向について】

＜水産食料品製造業＞ 可能な限りの賃金引

き上げは行っているが、大企業と比較し見劣

り、このままでは人材の確保も困難になる。

＜飲食料品製造業＞ 雇用にあたっては、大

手企業や同業他社などとの競合から新規採用

時の賃金設定に苦慮している。また、賃金改

訂にあたっては既存社員のバランスの見直し

を早期に実施したいが原資に限りがあるた

め、定期昇給もままならない。

＜製材業・木製品製造業＞ 職員の有休取

得、時間外勤務の短縮、週休二日制度実行の

なかで、売り上げを伸ばすのは難しい。生産

性を高めなければ会社維持も難しくなってき

ている。

＜輸送用機械器具製造業＞ 減収減益の状況

にある。ここ３年人件費が増加しており、今

年度は定期給与の引き上げの予定はない。賞

与についても大幅に減額を検討中である。

＜プラスチック製品製造業＞ 道内の平均的

な賃金水準に対する当社の賃金状況が把握で

きない中、業績と社員の成長で賃金を決めて

いるが先行き不安である。

＜窯業・土石製品製造業＞ 人手不足で高齢

の方にも引き続き働いてもらっているが、若

い職員の給与を上げなければならず、人件費

が増加している。人材を確保するためにも会

社の業績抜きで賃金を上げなければならない

が、原資に限りがあり賃金上昇分を製品単価

に反映させることが必要となってきている。

＜印刷業＞ 働き方改革の導入により、実質

的に賃金が上昇し経営を圧迫することを懸念

している。

＜一般土木建築工事業＞ 働き方改革等での

賃金上昇や休日確保が求められるなか、生産

性が上がらなければ、企業の収益が圧迫され

ることとなる。

＜一般土木建築工事業＞ 技術者の減少に伴

い同業者間で引き抜きがますます激化してい

くと思われ、技術者の賃金は上昇していくと

考えられる。当社は高い賃金で引き抜く資金

力は無いため労働環境を整えたり、福利厚生

を充実させるなど賃金以外で他社との差別化

を図り技術者を確保していきたい。

＜一般土木建築工事業＞ 成果（会社・個

人）給としているが、評価方法及び自己評価

等に改善余地はある。働き方改革による人員

の補充も必要となってきているので、人件費

の増加が心配である。

経営のポイント

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

ｏ．２７８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１２～０１５　経営のポイント  2019.08.09 15.42.16  Page 14 



５．卸売業

６．小売業

７．運輸業

８．ホテル・旅館業

９．その他非製造業

＜床・内装工事業＞ 隔週休２日制の導入に

伴ない、日給制を廃止した。全社員を月給制

としたことで、人件費は上昇したが労務費の

予測が付きやすくなった。社員の会社に対す

るモチベーションは高まっているが一過性の

ものと考えている。今後、世間の給与水準と

物価が上がれば、対応せざるを得ない。

＜飲食料品卸売業＞ 毎年引き上げられる最

低賃金が、既存社員との格差を生まないよう

賃金の引き上げを実施している。経費に占め

る人件費の割合が年々大きくなり、売上及び

利益の伸び率よりも高く経営を圧迫してい

る。

＜化学製品卸売業＞ 今年から働き方改革に

準じて完全週休二日制とした。また、GWの

１０連休もあり、前年比で２０日以上も稼働日数

が減少し人件費は実質増加となった。また、

人手不足感はさらに増した。この状況下で１０

月の消費税改正が行われれば、より事務手続

きに人手が必要となり厳しい。

＜燃料小売業＞ 高齢化が進み人材不足が表

面化してきた。少ない社員の中でやりくりす

るのが大変になり、一部外注化も必要となっ

ている。しかし、外注先も人手不足であり事

業を縮小するか、同業他社との連携や合併も

考えなければならない。

＜旅客運送業＞ 契約社員から正社員への移

行で、特別給与（期末手当総額）が増加とな

る。

＜ホテル・旅館業＞ 賃金を上げても社員の

確保ができるとは限らなくなっている。特に

地方は人口減少により働き手がいない。

＜廃棄物処理業＞ ４０年間会社経営にたずさ

わってきたが、これ程の人手不足を経験した

ことがない。必然的に求人での給与レベルを

上げるしかなく、先行き不安が残る。

＜娯楽業＞ 正社員は全従業員の６割位であ

るが、人材確保のためパートにも昇給・夏冬

のボーナス・決算賞与を支給している。理想

は全従業員が正社員となる事であるが、なか

なか進まない状況である。

経営のポイント

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

図書館のイメージは？

このたび、寄稿のご依頼をいただき、改めて「最近、図書館に行きましたか？」と多くの方に

聞いてみました。

「子どもと絵本を借りに行ったことはあるよ」、「休日に読む小説を探しに行くことはあるかな

あ」、あるいは「学生の時には自習で行ったけど、それ以来行ってないですね」などの声。企業

にお勤めの方の図書館イメージは、ほぼこのようなものかと思います。

今回はこうしたイメージをがらりと変える新しいコンセプトで働く方々を強力にサポートす

る、そんな新しくまちなかにできた図書館をご紹介します。

１．なりたち

札幌市図書・情報館は、札幌の中心市街地に建てられた「札幌市民交流プラザ」の一角にあ

り、オペラも開かれる札幌文化芸術劇場（hitaru）、文化活動を支える札幌文化芸術交流センター

（SCARTS）と併せ、２０１８年１０月７日にオープンしました。

この立地はオフィスが密集し、働く人々が集いやすいエリア。その地域性を活かし、「ビジネ

スや様々な課題解決に役立つ情報を提供する課題解決型図書館」というコンセプトでオープンし

ました。

提供する本のテーマをWork（仕事に役立つ。約２万５千冊）、Life（暮らしを助ける。約１万

冊）、そして、Art（芸術に触れる。約５千冊）に絞り、文学や児童書、絵本のコーナーを置か

ず、サービスの内容を厳選する代わりに質を高めていくことを目指しました。

はじめまして、札幌市図書・情報館です。
～「はたらくをらくにする」働く大人に役立つ図書館とは？

市民交流プラザ概観 １階サロン

寄稿

札幌市図書・情報館
館長 淺野 隆夫
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寄稿

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

２．働くひとたちに使い出のある空間づくり

ピアノジャズの名盤など心地よい音楽が流れる館内は、１階がサロン空間と北海道・札幌の魅

力を伝えるエリア（約３０席）、２階はWork、Life、Artのエリア（約１７０席）に分かれ、１階の隣

にはカフェがあり、コーヒーを図書・情報館に持ち込むことはもちろん、こちらの本をカフェに

持ち込むこともできます。

メインとなる２階の席は、ひとりでパソコ

ンを使いながら企画書の作成ができるような

ワーキング席（１人用）、複数でちょっとし

た相談もできるグループ席（２人から４

人）、打ち合わせに使えるミーティングルー

ム（５人から１２人）を用意しました。すべ

て、無料の電源や無線LANを完備し、自由

にお使いいただけます。

打ち合わせが進むよう「図書館ではお静か

に」とはせず、館内での自然な会話は自由と

しています。ただ、どなたも時には集中した

いお時間はあると考えて、静かに利用していただくリーディングルーム（１人用、会話・パソコ

ン・新聞閲覧不可）も用意しました。

これらの座席の半分は図書館では珍しく予約席。ネットで一週間前から予約が可能ですので、

スケジュールを大事にするビジネスパーソンが「図書館に行ったのに席がなかった」ということ

がないようにしています。（最大９０分利用可能）

残りの半分は気軽な雰囲気で存分に本を読んでもらえるよう、自由席としました。色とりどり

のデザイン性の高い椅子を配置したり、本棚と本棚の間にベンチをつくったり、飲み物の持ち込

みOKと併せて、「あそこで本を読んでみたい」と思ってもらえるような楽しい雰囲気も演出した

りしています。

また、平日は夜２１時まで開館。お仕事帰りにゆっくりと利用していただけるほか、快適性にも

気を配り、ビジネスユースにもふさわしい上質な環境を生み出しています。

２階ワーキング席 ２階グループ席
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寄稿

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

仕事に役立つWORKコーナー

ハコニワのひとつ「女性がただただ普通に働ける社会」

１階サロンでのセミナーから

３．最新の情報をたっぷりとお届けします。

変化の激しいビジネスの情報は最新の

ものでないと価値が感じられないもので

す。通常の図書館では、本によっては借

りられるまでに数か月お待たせしてしま

うこともありますが、図書・情報館で

は、いつでも最新の情報を活用いただく

ため、貸出しはせず、館内でお読みいた

だくスタイルとしました。それにより、

予約待ちはありません。

ぱっと見はわかりにくいですが、図

書・情報館がひとを集める最大の特徴は

一般的な図書館の本の並べ方をせず、

テーマごとに本を整理していることだと

思います。

テーマは面白そう、読んでみたいと

思ってもらえるよう言葉を和らげたり、

問いかける表現したりするなど工夫して

います。

通常の図書館であれば「自然科学」「社

会科学」「言語」などの分類ごとに並んで

いるところ、例えば、「文章上手になり

たい！」「上司の苦悩」「出会いもあれば…

（離婚の棚）」「誰か教えて！（恋愛の

棚）」などのテーマで本が並んでいま

す。

当館の１６人の司書は、テーマを決めて

から本を選び、手に取りやすいように並

べる。これも従来の公共図書館ではやっ

てこなかった新しいチャレンジです。

また、本棚の一部を磁石で着脱可能な

赤い枠で囲み、ハコニワと呼ぶコーナー

を設けています。ここには旬のトピック

や好奇心をかき立てるテーマを決めて期

間限定で並べています。

さらに、最新の情報は実践している方の中にある、と考え、月２回程度、仕事や暮らしに役立

つセミナーを行い、時には講演後に交流会も併せて行うこともあります。
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

約９０紙もの業界新聞 養肉業界などの珍しい雑誌

４．充実の新聞、雑誌コレクション

本は内容が豊富ですが、タイムリーな情報をつかむには新聞や雑誌の方が力を持っていると思

います。新聞は約９０紙をコレクション。ほぼすべてが業界新聞です。「ブライダル産業新聞」「パ

ンニュース」「アイスクリーム流通新聞」そして「全国きのこ新聞」まで。

どなたも自分の業界は詳しいと思いますが、他の業種はいかがでしょうか。インターネットで

検索をしても出てくるのは無料の情報ですから、その濃さは自ずと限られそうです。こちらでさ

まざまな業界のこともお知りになって、話題を豊富にして、ひろく業種を越えて交流を広げてほ

しいという願いも込められています。

また、雑誌は個人では手に入らない、業界団体が発行しているものを多くコレクション。

「こんな新聞や雑誌があったんだ」という驚きの声もよく聞かれます。

５．忙しい方々の時間を節約します。

２階フロアの中央には「リサーチカウンター」を設置しています。ここにはスタッフが常駐

し、「このような本を探したい」「この業界の状況を調べたい」といったご相談をいただき、毎日

調べるお手伝いをしています。忙しくて情報を探している時間のないビジネスパーソンの時間を

節約します。

情報提供までが図書館のサービスですが、さらに創業、起業や販路拡大、事業継承、資金調達

などでお悩みの方には、本格的なご相談につなげる体制もつくっています。現在は、専門機関で

ある「北海道よろず支援拠点」「日本政策金融公

庫」「札幌市中小企業支援センター」「法テラス札

幌」の無料相談窓口を随時設置しています。

ややもすると、知りたいことや課題は、はっ

きりとしない、もやもやとしたものではないで

しょうか。本や情報からその課題を明確化でき

れば、あとは当館での専門家による相談窓口や

セミナーを通して解決のお手伝いをする、とい

うのが当館の考える課題解決です。

無料出張相談窓口「北海道よろず支援拠点」
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― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

６．とある経営者の方から

カウンターに訪れた企業の方とお話していると、現在のお悩みは離職率のことだと聞くことが

多いです。収入や休暇を別にすると、社員の不満の中で多いのは「自分の評価」と「職場の人間

関係」だという話もよく聞きます。

図書・情報館の計画時にはビジネスパーソン支援に本当に求められているものは何か、今一

度、調べる必要があると考え、当館から半径１．５km以内の企業に、必要な図書・資料の情報を調

査しました。

その中で意外かつ、なるほどと思ったことは「ビジネス実務の分野で、特に充実させてほしい

図書・資料は何か」の設問に対して、首位が予想されていた「各職業の専門書」が２位にとどま

り、１位が「ビジネスマナー・仕事術」、３位が「人間関係・コミュニケーション」となってい

ることでした。人間関係が大きな課題であることは私たちも理解しています。

最近の本棚から紹介しますと、『わかりあえないことから コミュニケーション能力とは何

か』（平田オリザ／著）は、企業が社員に求めるコミュニケーション能力とはそもそも何なのか？

を説いています。あるいは『財務諸表は三角でわかる 数字の読めない社長の定番質問に答えた

財務の基本と実践』（大久保圭太／著）という本はタイトルだけでもご苦労が目に浮かぶようで

す。

『ひねり出す力 “たぶん”役に立つサラリーマンLIFE術』（内村宏幸／著）は企画のセンス

を磨きますし、『その一言で現場が目覚める 建設工事に学ぶ「リーダー」のコミュニケーショ

ン術』（降籏達生／著）からは、多くの人が働く現場で安全性も効率も考えねばならない場面のノ

ウハウもつかめそうです。

と思えば、『「かわいげ」は人生を切りひらく最強の武器になる』（久田将義／著）という本もあ

ります。もしかしたらどんなビジネススキルよりも「かわいげ」のある人間性が武器になる時代

かもしれません。

一方、視点をずらしてみると、「副業」というのも意外と企業にもメリットが大きいかもしれ

ません。最近は「副業」は「複業」とも呼ばれ、一定の範囲であれば、社員をリフレッシュさ

せ、本業の幅を持たせるメ

リットがあるとも言われて

います。こちらはハコニワ

で特集しました。

ハコニワ「わたしにもできる？副業、複業」
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

リーディングルームからの創成川

７．おわりに

開館前の予想利用者数は年間３０万人でしたが、途切れず日に３，０００人程度の利用者を数えてお

り、８月には年間１００万人に届きそうな勢いです。館内では、真剣な表情で企画書を作る方、Art

や旅の本でリラックスしている働く女性、ミーティングルームで打ち合わせしている学生と企業

の方など、これまでの図書館とは違ったユーザーが生まれていることもその一因かと思います。

当館の入り口に大きなサインで当館サービスの

コンセプトをわかりやすく表現した「はたらくを

らくにする。」を掲示してもらいました。人々に

とって働くことは、本来楽しいことだが時には苦

しいことがある、そんなときに一冊の本や一つの

言葉を知ることで心が楽になることがある。

こうした本や言葉に出会って、また楽な気持ち

で働けるように、という想いを込めて、これから

も図書・情報館は前に進み続けます。

ぜひ、普段使いでご利用いただけたら幸いで

す。あたかも「物知りの友達ができた、今週も会

いに行こう」と思っていただけると嬉しく思いま

す。
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

（要 約）

農家経済・生産性の推移
・農業所得は年により豊凶の影響があるものの、ここ数年では着実に増加
・農業生産性では、労働・土地・資本生産性のいずれも上昇
食の安全・安心、付加価値の向上
・「北海道食の安全・安心条例」の制定や各種認証制度の創設など、新しい取組が始動
・農業関連事業体など６次産業化の取組では販売額が上昇、食料品製造業の出荷額等も増
加基調
「令和」に向けた新しい動き
・搾乳ロボットやGPSガイダンスシステム等の導入など、「スマート農業」が進展
・平成終盤からは、農畜産物及びその加工品の輸出振興を戦略的に展開

はじめに

「平成」という３０年間で、北海道の「農業」がどのように変化してきたのか、北海道で発行し

ている「北海道農業・農村の動向」や統計資料などをもとに２回にわたって概観することとし、

今回はその２回目となります。

前回の第１回目では、北海道農業の概要や農業生産の動向、生産構造の変化について整理して

みました。北海道の農業産出額は増加傾向にあり、生産額ベースの食料自給率も着実に伸び、全

国に占める北海道農業の地位は高まっています。また、農家戸数等が減少する中、法人化や農業

支援組織などが増加し、１戸当たり平均経営面積は３０年間で約２倍に拡大しています。そうした

中、第２回目では、農家経済や生産性の推移、食の安全・安心、付加価値の向上、北海道農業の

新しい動きについて、整理をしてみます。

１ 農家経済・生産性の推移

（１）農家経済の推移

１経営体（戸）当たりの農業所得

は規模拡大が進んだことなどもあ

り、特にここ数年では着実に伸びて

います。また、平成１４年頃までは農

業所得と農家総所得との間に一定の

乖離が見られましたが、平成１５年以

降は乖離が小さくなり、農業依存度

が高まっていることが窺えます。

「農業」で「平成」を振り返る〈下〉

寄稿

株式会社 北海道二十一世紀総合研究所調査部
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

（２）農業生産性の推移

農業生産性では、自家農業労働１時間当たり

が都府県に比べて大きく伸びています。また、

耕地面積１０アール当たりでは都府県が低下傾向

を示しているのに対し、北海道では上昇傾向で

あり、対照的といえます。一方、農業固定資本

千円当たりでは、北海道も都府県もほぼ同様に

上昇傾向を示しています。

生産性の向上に関しては、生産者の経営努力

や農業支援組織の活躍に加え、農地等の生産基

盤整備の推進や新品種・新技術等の開発・普及など、様々な取組がより合わさった結果ではない

かと考えます。

２．食の安全・安心、付加価値の向上

（１）食の安全・安心

北海道では平成３年度から環境との調和に配

慮した「クリーン農業」（注１）を推進してきまし

た。今日的にはSDGs（注２）の取組といえます。な

お、平成２８年度の単位面積当たりの農薬や主要

肥料の出荷量は平成３年度と比べて約４割減少

しているとのことです。

一方、食中毒や食品偽装事件の発生などを背

景に、消費者の食の安全・安心に対する意識が

高まり、国では平成１５年に「食品安全基本法」、道では平成１７年に「北海道食の安全・安心条

例」を制定しています。また、道では道産食品に対する消費者の信頼確保と北海道ブランドの向

注１：クリーン農業とは、堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめるなど、農
業の自然循環機能を維持増進させ、環境との調和に配慮した安全・安心で品質の高い農産物の生産を進める農業。

注２：SDGsとは持続可能な開発目標のことで、２０１５年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」にて記載
された２０１６年から２０３０年までの国際目標。持続可能な世界を実現するための１７のゴール・１６９のターゲットから構成され、地球上の誰一
人として取り残さないことを誓っています。日本や北海道でもSDGsの推進に向けて積極的な取組を進めています。
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上に向けて、独自の認証制度や登録制度を創設しています。

（２）付加価値の向上

道内では地域の多様な資源を活かした農産

物の加工・販売やファームイン（農家民宿）

などの取組が進められてきましたが、平成２２

年度からは６次産業化（注３）の取組として調査

されています。農業関連事業を行う事業体数

は平成２５年度以降やや減少傾向にあります

が、その販売額は上昇しています。

なお、全国の販売額に占める北海道シェア

は７～８％で推移しています。

関連して、平成２年を１００とした指数で、

食料品製造業の動向を製造業計（除・食料品

製造業、以下、表記省略）と比較して見る

と、製造業計の従業員数が平成７年以降減少

しているのに対し、食品製造業では概ね横ば

いで推移しています。一方、出荷額等は平成

１７年を境に製造業計も食料品製造業も上昇し

ており、従業員１人当たり出荷額等では食料

品製造業の方が高い伸びを示しています。た

だ、１人当たり出荷額等を実数で比較すると、平成２９年でも食料品製造業は製造業計の５５％の水

準に留まっています。

３．「令和」に向けた新しい動き

（１）スマート農業の推進（注４）

平成の後半からは、ロボットの導入やICT

の活用といった次代に向けた新しい取組が動

きはじめました。酪農分野では搾乳ロボット

の導入が増加し、特に国費事業の活用により

平成２７年度以降は加速しています。

また、施設園芸では１戸当たりの施設設置

面積が平成元年から平成２９年の間に３．７倍へ

と大きく増加するとともに、施設内の生育環

境を高度に制御する、いわゆる「植物工場」

に取り組む企業等も見られます。

注３：６次産業化とは、１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、３次産業としての小売業等の事業の総合的かつ一体的な推進
を図り、地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組。

注４：スマート農業とは、ロボット技術やICT等の先端技術を活用し、超省力や高品質生産等を可能にする新たな農業。
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さらに平成２０年度以降では、トラクター等

にGPS（注５）ガイダンスシステムを搭載して活

用するほか、ガイダンスとハンドル操作を連

動させた自動操舵装置の導入が急速に進んで

います。全国の出荷台数に占める北海道シェ

アは、平成２９年度ではGPSで８割、自動操舵

装置で９割となっています。その他にも、生

育センサーやリモートセンシング技術を活用

して、作物の生育のばらつきに応じて施肥量

を自動的に最適化するシステムの導入など、

様々な取組が見られます。

（２）農産物の輸出

国が農林水産物・食品の輸出振興を掲げる

中、北海道では平成２８年２月に「北海道食の

輸出拡大戦略」を策定し、現在は第Ⅱ期の戦

略のもと積極的な取組を進めています。農畜

産物・農畜産加工品（含・日本酒）について

平成２４年以降のデータを見ると、平成２７年を

境に輸出額が急増しています。その内訳で

は、「ながいも」や「ミルク等」が主要品目

となっています。なお、平成２９年・３０年では

輸出額は減少していますが、道の第Ⅱ期戦略

では令和５年での目標水準を１２５億円として

おり、今後のさらなる輸出拡大を期待するところです。

おわりに

今回は農家経済や生産性の推移、食の安全・安心、付加価値の向上などを整理しましたが、農

業生産性が向上する一方、平成の後半からは多くの新たな挑戦、取組が見られます。

北海道では引き続き生産年齢人口が減少するとの予測もあり、農業従事者のさらなる減少が懸

念される中、今後はスマート農業の振興が重要な「鍵」になるのではないかと考えます。また、

スマート農業を進める上では、ほ場の大区画化などの農業生産基盤や情報通信基盤の整備、研究

開発・普及などがより一層必要になるものと思料されます。

折しも、北海道大学では「日本フードバレーin北海道」構想を掲げ、農林水産業のロバスト

化（注６）に向けた産学官連携による共同研究・開発等を進めており、こうした活動から持続可能で

力強い農業と様々な関連産業が「令和」の時代に生まれていくことを期待します。

注５：GPS（全地球測位システム）とは、人工衛星によって地球上の現在位置を測定するためのシステム。
注６：ロバスト化とは、環境や気候の変化等の外乱の影響による変化を防ぐ内的な強靭性を高めること。
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開会式

会場の様子

１．「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１９」の概要

北洋銀行は、２０１９年７月２５日�アクセスサッポロ
において「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１９」

を開催しました。

道内外から優れた技術や製品を有する中小企業や

大学、支援機関等が一堂に結集する機会を提供し、

販路拡大、企業間連携の促進、情報交換や技術交流

を通じて、北海道の「ものづくり産業」の振興を図

ることを目的に開催しております。

１３回目の開催となる今回は、「道内ものづくり産

業の新たなステージ」をテーマに２２５企業・団体に

ご出展いただき、来場者は４，６００名を数えました。

「ものづくりテクノフェア」は、製品や技術など

の“実物”を展示することで、来場者は、直接見

て、触れて、感じることができる展示型の商談会で

あるとともに、商談専用コーナーにおいては、事前

に出展者からニーズをヒアリングのうえ商談スケ

ジュールを組むことで、当日は、効率的かつ効果的

に商談や情報交換が行なわれました。

さらに、本会場内の同日開催イベントとして「生

産性向上！ IoT・ロボット導入促進セミナー」（主

催：（一財）さっぽろ産業振興財団／札幌市、経済産業省北海道経済産業局、ノーステック財

団）が開催されました。

本フェアは、こうした連携を深めることで相乗効果を高め、より多くの方へビジネスチャンス

の創出を支援いたしました。

２．今年度の「ものづくりテクノフェア」について

今年度の「ものづくりテクノフェア」の特徴として３点申し上げます。

まず１点目は、生産性の向上に寄与する「AI・IoT」や「ロボット」の展示です。北海道は全

国的に見ても人口減少の割合が大きく、「省力化」や「生産性向上」が喫緊の課題といえます。

システム開発の株式会社バーナードソフト（札幌市）は、ネットワーク上のデータを常時収集・

蓄積・分析を行うことで異常を監視するシステムや、AIによって音を監視することで現場の異

常・変化を検知するシステムを展示。またシンセメック株式会社（石狩市）は、じゃがいもの芽

取り作業をロボットを使って自動化した装置を展示するなど、来場された皆様に、道内ものづく

インフォメーション

「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１９」開催報告
北洋銀行 地域産業支援部
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じゃがいもの自動芽取り機の説明 水素貯蔵装置の説明

工業系学生の団体見学 商談コーナー

り産業の未来と可能性を感じていただきました。

２点目は、産学官金の連携と道内外の広域連携の拡充です。産学官金の取組みとして、道内９

大学・４高専をはじめ、北海道経済産業局、北海道庁のほか研究機関、道内５信金など、学術・

行政・金融機関の皆様から出展いただきました。また、広域連携の取組みとして、IoTツールを

提供する道外企業の専用ゾーンを設置したほか、青森県、東京都大田区、静岡県、愛知県などか

ら合計２７先の道外企業の出展があり、道本間連携による販路拡大支援に貢献いたしました。

３点目は、ものづくり産業の担い手育成です。今回は、旭川工業高等専門学校、札幌琴似工業

高校、北海道科学大学高等学校、北海道科学大学、北海道情報大学の学生が団体来場しました。

道内ものづくり企業の技術力を直接「見て」「触れて」体感したことで、「ものづくりに対する思

い」も感じていただき、将来的に道内ものづくり企業への就職に繋がることを願っております。

３．終わりに

北海道の「ものづくり産業」の発展に寄与することが北洋銀行の使命であり、「お客さま第一

主義」の徹底を図りながら、お客さまと共通する価値の創造を目指していきます。また、お客さ

まが今回の「ものづくりテクノフェア」を通じて得られた商談機会を確実にビジネスチャンスに

繋げられるよう、引続き最大限のサポートをしていきます。

（お問い合わせ先 地域産業支援部 美濃 TEL：０１１‐２６１‐１３２１）
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経済コラム 北斗星

困難な「札幌問題」の解決
（北海道経済同友会WGの報告書が意味するもの）
本年７月１０日、北海道経済同友会は、平成２９年１２月に立ち上げた「北海道の未来検討ワー

キング」の報告書「エビデンスから北海道の未来を－北海道経済白書に向けて－」を発表し

た。本ワーキングは、私が同会の代表幹事を仰せつかっていた際、平成２９年１２月の同会例会

において、「北海道経済の置かれている危機的状況について、改めて根本から勉強、研究し

てみよう」との趣旨から設立を提案して発足したものである。検討に際しては、座長に前釧

路公立大学学長で一般社団法人「地域研究工房」の小磯修二代表理事に、また、ワーキング

の作業部会のチーフには北海道二十一世紀総合研究所の中村栄作社長（現会長）に就任頂

き、以後、１９回に及ぶ作業部会の会合を経て、本報告書が取りまとめられた（私も作業部会

のほぼ全てに参加）。

本報告書の狙いと特色は、小磯座長が「はじめに」に述べておられるとおりであるが、若

干補足すると、①分析にあたっては極力「統計数字」に依拠するよう努めたこと、②地域経

済の分析にあたって、道央から札幌市を区分して検討したこと、③比較されることの多い札

幌市と福岡市との対比を試みたこと、などが挙げられる。こうした分析の結果、人口減少下

の北海道の地方創生問題について、実は従来あまり意識されたことのない「札幌問題」の存

在がクローズアップされたことが、今般のワーキングの検証の大きな成果の一つであったと

思われる。

北海道は、我が国全体との対比で、面積は２２％、人口は約４．２％、総生産高で約３．６％を占

める。この数字から見ても、北海道の生産性は全国比見劣りがすることは容易に理解され

る。さらに北海道の７圏域（札幌、道央＜除札幌＞、道南、道北、オホーツク、十勝、釧

根）の就業者一人当たりの粗付加価値額を見ると、統計の制約上、時点は少し古いが、平成

２３年において、札幌市７．４２百万円、道央（除札幌）８．１３百万円、全道７．４４百万円となってい

る。これを昭和６０年対比平成２３年の変化率でみると、札幌市１２４．２％、道央（除札幌）

１７９．９％、全道１４９．５％となっている。このことは、札幌市の生産性が何と北海道全体の生産

性より低いということを示している。道央圏全体で見れば、室蘭、苫小牧等の工業地帯の生

産性が高いことが寄与して、道央圏の経済力（生産性）が最も高いのは事実であるが、道央

圏を札幌市と除札幌市に区分してみると、そこには道都札幌市の意外な経済の顔が見えてく

るのである。
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２０１５年 （シェア％） ２０４０年 （シェア％） （増減率）

札幌市 ６５，６６７ （３４．６） ４７，５０４ （３７．７） （ ▲２７．７）

道央（除札幌） ５２，６６４ （２７．７） ３４，１５５ （２７．１） （ ▲３５．１）

道北 ２０，８６０ （１１．０） １２，９６５ （１０．３） （ ▲３７．８）

オホーツク １０，７５０ （５．７） ６，５９８ （５．２） （ ▲３８．６）

釧根 １２，３００ （６．５） ７，３１３ （５．８） （ ▲４０．５）

十勝 １２，９２０ （６．８） ８，８１９ （７．０） （ ▲３１．７）

道南 １４，６３０ （７．７） ８，６４８ （６．９） （ ▲４０．９）

全道 １８９，６１２ （１００．０） １２０，０００ （１００．０） （ ▲３６．７）

北海道７圏域別名目GDP（単位億円、％）

以下に掲げる表は、２１世紀総研が道民経済計算、国勢調査に基づき作成した２０１５年と２０４０

年＜予測＞の北海道の圏域別名目GDPである。

札幌市の名目GDPは、２０１５年対２０４０年比▲２７．７％と全道の▲３６．７％という減少率より低い

ものの、シェアは３５％から約３８％へと高まると予想されている。このことは、札幌市の生産

性を一段と高めなければ、将来における北海道全体の縮小再生産を押しとどめることが難し

いことを示している。これまで、ともすると北海道の地方創生は、道央圏を除く人口減少の

スピードの速い他の地方の問題と考えられがちであったが、それと同時に、道央とりわけ札

幌市の生産性の引き上げが極めて重要な課題であることを示している。

札幌市の産業は、第３次産業が市内総生産の８８．２％（宿泊・飲食・教育・保健衛生・業務

支援・社会事業などのいわゆるサービス業の比率は３３．５％）を占めている。比較的生産性の

高い製造業の比率は３．９％と全道の１０．３％を遥かに下回る状況である。すなわち北海道の将

来は、札幌市の第３次産業の生産性を如何に高めるかという問題に大きく依存しているので

ある。今、これを仮に「札幌問題」と呼ぶとすれば、北海道の将来は、人口の高齢化が進む

中での低生産性の克服という「札幌問題」の解決にかかっていると言っても過言ではあるま

い。

私たちは、製造業に比べると第３次産業の生産性向上が極めて難しい課題であることを経

験的に知っている。私たちは、北海道の将来展望の難しさについて正しい危機感をしっかり

持たなくてはならない。第３次産業、サービス産業の生産性向上策の探究が、各方面に於い

て湧き上がることを大いに期待したい。

（令和元年８月７日 北洋銀行顧問 横内 龍三）

ｏ．２７８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８～０２９　経済コラム　北斗星４０  2019.08.09 15.20.28  Page 29 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 r ９９．７ △２．４ r ９９．８ △０．８ r ９９．７ △０．９ r ９９．６ △１．０ r ９２．６ △４．７ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９９．８ ０．１ r１００．６ ０．８ r ９９．４ △０．３ r１００．２ ０．６ r ９２．３ △０．３ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r１００．３ ０．５ r１０３．５ ２．９ r１０１．４ ２．０ r１０２．４ ２．２ r ９８．０ ６．２ r ９８．７ ５．１
２０１８年度 r ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ r ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ r１０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年４～６月 r１００．０ ０．７ １０４．３ ０．８ r１００．４ ０．０ １０３．６ １．４ r１０２．９ ０．１ １０１．６ △１．９
７～９月 r ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ r ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ r１０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 r ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ r ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ r１０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 r ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ r ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ r１０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
４～６月 p９５．８ △１．７ １０３．０ ０．６ p９５．４ △１．０ １０２．２ １．０ p１０５．６ △０．５ １０４．７ ０．９

２０１８年 ６月 r ９９．６ △０．８ １０３．７ △１．０ r ９７．６ △３．７ １０３．３ ０．１ r１０２．９ ０．６ １０１．６ △１．１
７月 r ９９．６ ０．０ １０３．８ ０．１ r１００．３ ２．８ １０２．１ △１．２ r１０１．７ △１．２ １０１．９ ０．３
８月 r ９８．４ △１．２ １０３．６ △０．２ r ９９．５ △０．８ １０３．０ ０．９ r１０２．５ ０．８ １０１．８ △０．１
９月 r ８９．５ △９．０ １０３．５ △０．１ r ９０．７ △８．８ １０２．１ △０．９ r１０２．１ △０．４ １０２．０ ０．２
１０月 r ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ r ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ r１０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 r ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ r ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ r１０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 r ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ r ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ r１０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 r ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ r ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ r１０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 r ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ r ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ r１０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 r ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ r ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ r１０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 r ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ r ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ r１０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 r ９７．２ １．７ １０４．９ ２．０ r ９６．３ １．４ １０４．０ １．３ r１０４．５ １．４ １０４．３ ０．５
６月 p９４．７ △２．６ １０１．４ △３．３ p９５．０ △１．３ ９９．８ △４．０ p１０５．６ １．１ １０４．７ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年４～６月 ２３１，２１５ ０．７ ４７，２６０ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２３６ ０．４ ３１，９７９ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
４～６月 ２３２，０４７ ０．４ ４６，９６２△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９５８ △２．１ １８７，０１０ １．０ ３２，００４ ０．１

２０１８年 ６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９７７△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２１６ △２．２ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

ｏ．２７８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2019.08.19 09.46.45  Page 30 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０７０ ２．９ ６４，８５８ ５．２ １５，９５４ ６．１ ３６，９５０ ０．６ ８，６０９ △２．０
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５５９ ４．９ ６８，３９５ ５．５ １６，７４８ ５．０ ３７，６４２ １．９ ８，５９５ △０．２

２０１８年 ６月 １０，７９９ ６．４ ３，４９６ ７．６ ２２，３２８ ５．２ ５，３５９ ６．３ １１，４２３ １．２ ２，６８６ △０．５
７月 １２，８９５△９．１ ４，５１６△１．５ ２２，３３１ ０．７ ５，６７０ ６．２ １１，６３３ △３．３ ２，９３１ ０．７
８月 １１，３９６ ３．１ ３，４９９△１．７ ２３，１６２ ４．０ ５，４３６ ５．４ １１，２３４ △０．１ ２，７３７ △１．４
９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７３８ ６．９ ２３，５７６ ５．６ ５，６５４ ５．５ １１，６５３ ２．０ ２，６８５ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７

２０１８年 ６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ r １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ r １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ r ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ r １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ r １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ r ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ r ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ r ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ r １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ r １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ r １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ p １６６ １１．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号

ｏ．２７８（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2019.08.19 09.46.45  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１

２０１８年 ６月 ３，３１９ △２．７ ８１３ △７．１ １５４ △３９．４ ４，２０６ △４．０ ８，９７３ ０．３
７月 ３，５４２ △１．５ ８２６ △０．７ １９７ △１０．３ ４，３２３ １３．２ ８，２２３ １３．９
８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１

２０１８年 ６月 １７，７５８ △８．０ ５，７６５ △１０．８ ６，６９７ △１０．８ ５，２９６ △０．６ ３７５，３６６ △５．３
７月 １７，１６４ ２．８ ５，６８６ ６．６ ６，４９７ ０．７ ４，９８１ １．４ ３６８，８８７ ３．３
８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年９月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．５
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４

２０１８年 ６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．５
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．５
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６

２０１８年 ６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年９月号
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●道内経済の動き
●道内景気と賃金の動向について
●寄稿
はじめまして、札幌市図書・情報館です。
～「はたらくをらくにする」働く大人に役立つ
図書館とは？
●寄稿
「農業」で「平成」を振り返る〈下〉
●「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１９」開催報告
●経済コラム 北斗星
困難な「札幌問題」の解決
（北海道経済同友会WGの
報告書が意味するもの）
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